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船 橋 市 監 査 委 員　様

船橋市長　藤　代　孝　七    

      平成１５年度船橋市包括外部監査結果報告書に係る措置状況等について

　平成１６年３月２３日付で船橋市包括外部監査人から提出された平成１５年度船橋市

包括外部監査結果報告書については、平成１６年８月１日現在の措置状況を通知したと

ころですが、平成１７年４月１日現在で措置状況等に変更のあったものについて、別紙

のとおり通知いたします。



包括外部監査結果に対する措置状況　1/6ページ
市民文化ホール

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 見積り合わせが

行われていない
夜間機械警備業務委託について
は、毎年度指名競争入札をすること
により、設置する機器がその都度交
換となってしまう費用負担を軽減す
るため、５年ごとに指名競争入札を
実施している。前回は平成１２年度
に入札を実施しているので今年度
は随意契約で委託している。
エレベーター保守点検等の保守点
検業務については、２者以上の見積
を徴収してから随意契約を実施し
た。

夜間機械警備業務委託については
２者以上より見積を徴収し、執行し
ていく。

監査結果 大規模修繕計画
が策定されていな
い

文化ホール施設の改修について
は、実施計画に基づき順次実施して
おり、平成２１年度をもって、改修計
画が完了する計画である。今年度
は、舞台機構設備改修設計業務委
託費を予算要求する。

実施計画に基づき継続して予算要
求を行っていく。

意見 大規模修繕計画
が策定されていな
い

文化ホール施設の改修について
は、実施計画に基づき順次実施して
おり、平成２１年度をもって、改修計
画が完了する計画である。今年度
は、舞台機構設備改修設計業務委
託費を予算要求する。

実施計画に基づき継続して予算要
求を行っていく。

意見 興行性の強い事
業については、損
益分析を行い、黒
字となる事業を行
う

当ホール事業のうち興行性の強い
と考えられる「鑑賞機会の提供事
業」は事業基金にて行われており、
一般経費の「繰出金」の予算を含め
事業を展開している。

今後、興行性の強い自主事業実施
にあたっては、より一層集客面と文
化事業の鑑賞機会提供のバランス
を勘案しながら、引き続き年度収支
を考慮した自主事業を展開してい
く。

海浜公園
区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 県企業庁から引

き継いだ土地の
土地台帳に価格
が記載されていな
い

寄附取得年度での固定資産評価額
で価格を記載した。
平成１６年８月３０日

監査結果 補助金の具体的
な算定方法が定
められていない

補助金の交付について要綱を定め
た。

本町駐車場
区分 事項 現在の状況 今後の方針
意見 統合により、本当

に効率化が図ら
れコスト削減につ
ながるか

統合により、管理運営にかかる経費
等の効率的なコスト削減を図ること
ができた。



包括外部監査結果に対する措置状況　2/6ページ
北口駐車場

区分 事項 現在の状況 今後の方針
意見 統合により、本当

に効率化が図ら
れコスト削減につ
ながるか

統合により、組織の改編や人件費
等のコスト削減を実施し、経営の合
理化が図られた。

アンデルセン公園
区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 備品の保管状況

の調査が実施さ
れていない

定期的に保管状況の確認を行って
いる。

監査結果 予定価格を記載
した書面、契約書
が作成されていな
い契約があった

美術館におけるアトリエ事業の材料
購入において、３０万円を超える取
引については契約書の作成をする
よう徹底した。また、年間を通して同
一の材料を使用する場合は、年度
当初において単価契約とした。

監査結果 補助金の具体的
な算定方法が定
められていない

補助金の交付について要綱を定め
た。

意見 施設建設にあ
たっては、事前に
需要見込みや運
営費用を試算して
意思決定を行う必
要がある

特別に高額な整備費、管理コストを
要する公園施設を設置する場合
は、需要見込み等の厳密な精査が
必要であると考えており、設置適否
の重要な判断基準として取り扱って
いく。

意見 利用者アンケート
調査の結果は、
定期的にみどり管
理課に報告される
ことが望ましい

平成１６年度よりアンケート調査結
果を集計し、市のみどり管理課へ提
出している。また、運営方法等につ
いて定期的に協議している。



包括外部監査結果に対する措置状況　3/6ページ
総合体育館　1/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 付帯設備の台帳

が整備されていな
い

施設等建設時の引渡し書類等によ
り、設備台帳を作成中。

監査結果 工作物台帳が作
成されていない

施設等建設時の引渡し書類等を確
認し、工作物台帳を作成中。

監査結果 備品台帳と現物
の定期的な照合
が実施されていな
い

平成１６年度、全ての備品照合を
行った。

平成１６年度、全ての備品照合を実
施、今後も毎年実施予定。

監査結果 一部の備品につ
いて、備品整理票
の不備があった

平成１６年度中に照合を行い、備品
整理票の添付を行った。

監査結果 一部の備品につ
いて、物品借用書
が作成されていな
かった

平成１６年度中に物品借用書が提
出された。

監査結果 公社の会計規程
に、一般競争入
札が含まれてい
ない

監査時点と同じ 契約事務を専門とする部署を持たな
いなど、規模が大きくない公社にお
いて一般競争入札を導入することは
事務の大幅な負担増が懸念され
る。しかし、市において一般競争入
札により得られた経済的な効果が
大きいため、公社においても一部の
契約において一般競争入札を試行
し、その結果を踏まえて結論を出し
たい。

監査結果 公社の会計規程
における随意契
約の基準が、市
の基準よりも甘い

監査時点と同じ 施設・設備の故障や事故等に迅速
かつ弾力的に対応するために、現
在の随意契約の基準を維持したい
と考える。ただし、迅速な対応を要し
ない場合には、故障や事故を未然
に防ぎ安定したサービスの提供及
び円滑な運営に支障を生じないよう
に考慮しながら、随意契約の基準の
範囲内であっても、経費節減のため
に入札を実施する。

監査結果 随意契約を締結
しているものの中
に、指名競争入
札として契約すべ
きものがあった

監査時点と同じ 施設・設備の特殊性から随意契約と
なるものもあるが、公益法人として、
安定したサービスの提供及び円滑
な運営に支障が生じないよう考慮
し、入札の実施を拡大する。

監査結果 随意契約におい
て、見積り合わせ
が行われていな
い

製造者、設置者の技術に対する依
存が大きく、１社による随意契約の
ものが残った。随意契約が予想され
る委託業務等について、複数の業
者から見積書の提出を求め、経費
節減の可能性及び価格の妥当性に
ついて調査した。

できる限り２者以上から見積り合わ
せを行うように努める。

監査結果 公社の一般管理
費の補助対象、
対象外の線引き
が明確になってい
ない

補助金の交付について要綱を定
め、明確化に努めた。



包括外部監査結果に対する措置状況　4/6ページ
総合体育館　2/2ページ

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 自主事業が負担

すべき事業費の
一部に補助金が
交付されている

補助金の交付について要綱を定
め、明確化に努めた。

監査結果 市と公社における
補助金等の精算
関係が不明瞭で
ある

補助金の交付について要綱を定
め、明確化に努めた。

監査結果 小規模修繕の定
義が明らかになっ
ていない

見積金額３０万円未満の修繕は公
社の負担とし、それ以上の修繕につ
いては両者で協議することとした。

監査結果 徴収業務によって
公社が預かった
使用料が、会計
帳簿上の処理を
されていない

平成１６年１０月より公社で記帳を
行っている。

意見 利用者に対する
ニーズ調査や満
足度調査が十分
に行われていな
い

実施する方向で検討する。

意見 低稼働設備の利
用者負担を低減
する方向性を打ち
立てる必要がある

専門業者にオペレーティングを依頼
せず、簡易に使用ができるよう改造
を行った。

意見 低稼働設備に係
る将来の計画を
策定する必要が
ある

簡易に利用できるように改修し、利
用の増大を図る。



包括外部監査結果に対する措置状況　5/6ページ
南口再開発ビル

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 長期修繕積立金

が実態に即した
数値になっていな
いことから、長期
修繕計画を策定
するとともに、そ
の結果を起債等
償還計画に織込
む必要がある

船橋フェイスビル管理組合法人は平
成１５年度長期修繕積立金を概算
額で徴収していたが、平成１６年６
月３日に開催された、管理組合法人
の総会において長期修繕計画が承
認されたことにともない、長期修繕
積立金が決定された。なお、長期修
繕計画は５年毎に見直すものとなっ
ている。
船橋フェイスビル管理組合法人の長
期修繕計画に基づく長期修繕積立
金について、平成１６年１２月に起債
等償還計画に反映させ、平成１６年
第４回定例市議会建設委員会にて
報告した。

船橋フェイスビル管理組合法人の長
期修繕計画が５年毎に見直すもの
となっていることから、長期修繕積
立金について定期的に検証を行っ
ていく。

意見 外部収入の増加
や経費節減を達
成するための努
力が必要である

平成１６年４月より保留床の空室は
なくなり、現在、全区画を賃貸してい
る。なお、駐車場については、利用
者の利便性の向上及び駐車場利用
率向上を図るため、案内標識を設
置するとともに、定期利用者の募集
並びに使用料、回数券の値下げ等
の方策を行った。また、平成１６年度
予算執行及び平成１７年度予算に
おいては、駐車場の管理・運営委託
料の節減を図った。

保留床及び駐車場収入の増収並び
に管理経費の節減に努める。

意見 駐車場の回転率
が低いことに対す
る抜本的な対策
が必要である

船橋駅北口に案内標識を設置する
とともに、平成１６年８月１日より、普
通駐車及び回数券の駐車料金を値
下げした。また、近隣百貨店や店舗
に対し、お客様に対する駐車料金
サービスの促進を依頼したことによ
り、一部の店舗は駐車料金サービス
を実施している。また、船橋駅周辺
の駐車場の満車・空車情報を携帯
電話で受信できるシステムを構築
し、平成１６年９月１日より実施した。

近隣百貨店や店舗に係るお客様に
対する駐車料金サービスについて、
今後も協力を依頼し、サービス実施
店舗の拡大を図っていく。

意見 賃料の低下や、テ
ナントの空室率を
見込んだ計画を
策定することが望
ましい

空室率については、テナントの出来
店を考慮し、賃料の１％を起債等償
還計画に織り込んだ。

再開発ビルの立地条件や効果が認
知されたことから、現在、保留床の
全区画を賃貸しており、今後も魅力
的なビルとして維持するよう管理を
行っていく。

意見 より現実的な保留
床の処分時価の
設定を行い、議論
を深めて行くこと
が必要である

建物の経年補正については、地方
税法第３８８条に規定する「固定資
産評価基準」の経年減点補正率に
て算定した。

保留床に係る現在及び将来に亘る
評価方法について、建物の特性、立
地条件及び社会経済情勢等、総合
的な見地から今後も検討を行ってい
く。



包括外部監査結果に対する措置状況　6/6ページ
勤労市民センター

区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 備品台帳と現物

の定期的な照合
が実施されていな
い

備品と備品台帳を照合し、廃棄物品
の廃棄手続きを行った。

監査結果 備品整理票がは
がれているものが
あった

備品と備品台帳の照合終了後、備
品整理票を貼り替えた。

定期的に点検を実施していく。

監査結果 諸事情を十分勘
案し、予算額及び
設計額を決定す
る必要がある

平成１５年度より人件費等の低下傾
向を勘案し、設計額の見直しを行
い、委託料の節減に努めている。

監査結果 指名参加業者数
が変わっていない

郵便入札の導入を図る。

監査結果 利用料金の前受
計上及び未収計
上が行われてい
ない

前受金処理を行っている。

中央図書館
区分 事項 現在の状況 今後の方針
意見 貸出拠点ごとに

ニーズに応じた蔵
書の購入や配置
を行う

各館の特性を活かすと共に、各図
書館の貸出状況等のデータ分析か
らニーズの把握に努め、利用者の
需要を予測した図書館資料の収集
により「人口１人当り年間貸出冊数」
のアップをはかる。
平成１６年１１月２日から７日まで各
館ごとに利用者のアンケート調査を
行った。

各館のワーキンググループでアン
ケート調査の集計結果を検討し、市
民ニーズを図書館運営に反映させ
る。

少年自然の家
区分 事項 現在の状況 今後の方針
監査結果 工作物台帳が作

成されていない
作成済
（平成１７年２月）

監査結果 付属設備の台帳
が整備されていな
い

作成中 平成１７年１２月末までに作成する。

監査結果 指名競争入札の
実施や複数業者
からの見積書の
取得を検討する
必要がある

平成１７年度も指名競争入札・随意
契約（複数業者から見積書の取得）
を行った。
＊給食委託業務は、平成１７年度
「ダイレクト型一般競争入札」実施

今後も競争入札を基本とする。

監査結果 大規模修繕計画
が策定されていな
い

現在、修繕項目をリストアップ中で
あり、今後建築課に設計金額（概
算）の積算を依頼する予定である。

大規模修繕計画を策定し、必要な
予算措置に努める。（耐震診断は平
成２０年度の予定。）

意見 委託契約内容や
施設運営の見直
しを行い、コストの
削減を図る必要
がある

寝具のリースをやめ、購入方式とし
た。

施設管理費等の見直しを行いコスト
削減を図る。


